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【部門区分】第２部門第４区分
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【公開番号】特開2006-289695(P2006-289695A)
【公開日】平成18年10月26日(2006.10.26)
【年通号数】公開・登録公報2006-042
【出願番号】特願2005-111424(P2005-111424)
【国際特許分類】
   Ｂ４１Ｊ   3/36     (2006.01)
   Ｂ４１Ｊ   3/32     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｂ４１Ｊ   3/36    　　　Ｔ
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【手続補正書】
【提出日】平成20年3月5日(2008.3.5)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　処理テープを送りながらこれに印刷を行う印刷手段と、前記処理テープからテープ片を
得るために、前記処理テープを切断する切断手段と、を有する印刷処理部と、
　得られた前記テープ片を送りながらこれに物理的加工を行う加工処理部と、を備え、
　入力情報に基づいて、印刷を行う印刷処理、物理的加工を行う加工処理、および印刷と
物理的加工とを行う印刷加工処理を選択的に行ってラベルを作成するラベル作成装置であ
って、
　前記入力情報に基づいて、前記テープ片のテープ長を算出するテープ長算出手段と、
　前記印刷処理、前記加工処理および前記印刷加工処理を選択する処理選択手段と、
　前記印刷処理における前記テープ片の最大テープ長である第１テープ長、および前記加
工処理および前記印刷加工処理における前記最大テープ長であって前記第１テープ長より
も短い第２テープ長を、それぞれ設定する最大テープ長設定手段と、
　前記印刷処理が選択された場合に、前記テープ長が前記第１テープ長より長いか否かを
判別すると共に、前記加工処理および前記印刷加工処理が選択された場合に、前記テープ
長が前記第２テープ長より長いか否かを判別する判別手段と、
　前記判別手段により、前記テープ長が前記第１テープ長より長いと判別された場合、お
よび前記テープ長が前記第２テープ長より長いと判別された場合に、エラー報知をするエ
ラー報知手段と、
を備えたことを特徴とするラベル作成装置。
【請求項２】
　前記第２テープ長は、前記印刷処理部のテープ送り量と、前記加工処理部のテープ送り
量との送り誤差に基づいて、設定されていることを特徴とする請求項１に記載のラベル作
成装置。
【請求項３】
　前記第１テープ長は、前記処理テープの全長に基づいて、設定されていることを特徴と
する請求項１または２に記載のラベル作成装置。
【請求項４】
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　処理テープを送りながらこれに印刷を行う印刷処理部と、
　前記処理テープを送りながらこれに物理的加工を行う加工処理部と、を備え、
　入力情報に基づいて、前記処理テープに対し、印刷と物理的加工とを行う印刷加工処理
を行ってラベルを作成するラベル作成装置であって、
　前記入力情報に基づいて、前記印刷加工処理の処理領域のテープ送り方向における領域
長を算出する領域長算出手段と、
　前記処理テープの全長よりも短く、且つ前記印刷加工処理における最大の前記領域長で
ある最大領域長を設定する最大領域長設定手段と、
　前記印刷加工処理において、前記領域長が前記最大領域長より長いか否かを判別する判
別手段と、
　前記判別手段により、前記領域長が前記最大領域長より長いと判別した場合に、エラー
報知をするエラー報知手段と、
を備えたことを特徴とするラベル作成装置。
【請求項５】
　前記最大領域長は、前記印刷処理部のテープ送り量と、前記加工処理部のテープ送り量
との送り誤差に基づいて、設定されていることを特徴とする請求項４に記載のラベル作成
装置。
【請求項６】
　前記加工処理部は、前記処理テープに点字を打刻する打刻手段を有していることを特徴
とする請求項１ないし５のいずれかに記載のラベル作成装置。
【請求項７】
　前記処理テープは、テープ本体と剥離テープとから成り、
　前記加工処理部は、前記処理テープの前記テープ本体を、任意の切り抜き形状にハーフ
カットするカッティング手段を有していることを特徴とする請求項１ないし５のいずれか
に記載のラベル作成装置。
【請求項８】
　処理テープを送りながらこれに印刷を行う印刷手段と、前記処理テープからテープ片を
得るために、前記処理テープを切断する切断手段と、を有する印刷処理部と、
　得られた前記テープ片を送りながらこれに物理的加工を行う加工処理部と、を備え、
　入力情報に基づいて、印刷を行う印刷処理、物理的加工を行う加工処理、および印刷と
物理的加工とを行う印刷加工処理を選択的に行ってラベルを作成するラベル作成装置のラ
ベル作成方法であって、
　前記入力情報に基づいて、前記テープ片のテープ長を算出するテープ長算出工程と、
　前記印刷処理、前記加工処理および前記印刷加工処理を選択する処理選択工程と、
　前記印刷処理における前記テープ片の最大テープ長である第１テープ長、および前記加
工処理および前記印刷加工処理における前記最大テープ長であって前記第１テープ長より
も短い第２テープ長を、それぞれ設定する最大テープ長設定工程と、
　前記印刷処理が選択された場合に、前記テープ長が前記第１テープ長より長いか否かを
判別すると共に、前記加工処理および前記印刷加工処理が選択された場合に、前記テープ
長が前記第２テープ長より長いか否かを判別する判別工程と、
　前記判別工程において、前記テープ長が前記第１テープ長より長いと判別された場合、
および前記テープ長が前記第２テープ長より長いと判別された場合に、エラー報知をする
エラー報知工程と、
を備えたことを特徴とするラベル作成装置のラベル作成方法。
【請求項９】
　処理テープを送りながらこれに印刷を行う印刷処理部と、
　前記処理テープを送りながらこれに物理的加工を行う加工処理部と、を備え、
　入力情報に基づいて、前記処理テープに対し、印刷と物理的加工とを行う印刷加工処理
を行ってラベルを作成するラベル作成装置のラベル作成方法であって、
　前記入力情報に基づいて、前記印刷加工処理の処理領域のテープ送り方向における領域
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長を算出する領域長算出工程と、
　前記処理テープの全長よりも短く、且つ前記印刷加工処理における最大の前記領域長で
ある最大領域長を設定する最大領域長設定工程と、
　前記印刷加工処理において、前記領域長が前記最大領域長より長いか否かを判別する判
別工程と、
　前記判別工程において、前記領域長が前記最大領域長より長いと判別した場合に、エラ
ー報知をするエラー報知工程と、
を備えたことを特徴とするラベル作成装置のラベル作成方法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００８】
　本発明のラベル作成装置は、処理テープを送りながらこれに印刷を行う印刷手段と、処
理テープからテープ片を得るために、処理テープを切断する切断手段と、を有する印刷処
理部と、得られたテープ片を送りながらこれに物理的加工を行う加工処理部と、を備え、
入力情報に基づいて、印刷を行う印刷処理、物理的加工を行う加工処理、および印刷と物
理的加工とを行う印刷加工処理を選択的に行ってラベルを作成するラベル作成装置であっ
て、入力情報に基づいて、テープ片のテープ長を算出するテープ長算出手段と、印刷処理
、加工処理および印刷加工処理を選択する処理選択手段と、印刷処理におけるテープ片の
最大テープ長である第１テープ長、および加工処理および印刷加工処理における最大テー
プ長であって第１テープ長よりも短い第２テープ長を、それぞれ設定する最大テープ長設
定手段と、印刷処理が選択された場合に、テープ長が第１テープ長より長いか否かを判別
すると共に、加工処理および印刷加工処理が選択された場合に、テープ長が第２テープ長
より長いか否かを判別する判別手段と、判別手段により、テープ長が第１テープ長より長
いと判別された場合、およびテープ長が第２テープ長より長いと判別された場合に、エラ
ー報知をするエラー報知手段と、を備えたことを特徴とする。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００９】
　本発明のラベル作成装置のラベル作成方法は、処理テープを送りながらこれに印刷を行
う印刷手段と、処理テープからテープ片を得るために、処理テープを切断する切断手段と
、を有する印刷処理部と、得られたテープ片を送りながらこれに物理的加工を行う加工処
理部と、を備え、入力情報に基づいて、印刷を行う印刷処理、物理的加工を行う加工処理
、および印刷と物理的加工とを行う印刷加工処理を選択的に行ってラベルを作成するラベ
ル作成装置のラベル作成方法であって、入力情報に基づいて、テープ片のテープ長を算出
するテープ長算出工程と、印刷処理、加工処理および印刷加工処理を選択する処理選択工
程と、印刷処理におけるテープ片の最大テープ長である第１テープ長、および加工処理お
よび印刷加工処理における最大テープ長であって第１テープ長よりも短い第２テープ長を
、それぞれ設定する最大テープ長設定工程と、印刷処理が選択された場合に、テープ長が
第１テープ長より長いか否かを判別すると共に、加工処理および印刷加工処理が選択され
た場合に、テープ長が第２テープ長より長いか否かを判別する判別工程と、判別工程にお
いて、テープ長が第１テープ長より長いと判別された場合、およびテープ長が第２テープ
長より長いと判別された場合に、エラー報知をするエラー報知工程と、を備えたことを特
徴とする。
【手続補正４】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
　これらの構成によれば、印刷加工処理が選択された場合であって、テープ長が第１テー
プ長よりも短い第２テープ長より長いと判別されたときは、印刷処理部の送り機構および
加工処理部の送り機構は、処理テープを、第２テープ長以上送ることになるため、印刷処
理部の送り機構と加工処理部の送り機構とのテープ送り誤差量が極端になるおそれがある
。このため、そのようなときは、エラー報知することで、ユーザに注意を喚起することが
でき、印刷処理済み部分と加工処理済み部分とが位置ずれしたラベルが作成されることを
未然に防止することができる。
　また、加工処理が選択された場合にも、テープ長が、第１テープ長よりも短い第２テー
プ長より長いと判別されたときは、印刷処理部の送り機構と加工処理部の送り機構とのテ
ープ送り誤差量が極端になるおそれがある。このため、そのようなときも、エラー報知す
ることで、ユーザに注意を喚起することができ、加工処理すべき部分がラベルの後端から
はみ出したラベルが作成されることを未然に防止することができる。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１５】
　本発明の他のラベル作成装置は、処理テープを送りながらこれに印刷を行う印刷処理部
と、処理テープを送りながらこれに物理的加工を行う加工処理部と、を備え、入力情報に
基づいて、処理テープに対し、印刷と物理的加工とを行う印刷加工処理を行ってラベルを
作成するラベル作成装置であって、入力情報に基づいて、印刷加工処理の処理領域のテー
プ送り方向における領域長を算出する領域長算出手段と、処理テープの全長よりも短く、
且つ印刷加工処理における最大の領域長である最大領域長を設定する最大領域長設定手段
と、印刷加工処理において、領域長が最大領域長より長いか否かを判別する判別手段と、
判別手段により、領域長が最大領域長より長いと判別した場合に、エラー報知をするエラ
ー報知手段と、を備えたことを特徴とする。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１６】
　本発明の他のラベル作成装置のラベル作成方法は、処理テープを送りながらこれに印刷
を行う印刷処理部と、処理テープを送りながらこれに物理的加工を行う加工処理部と、を
備え、入力情報に基づいて、処理テープに対し、印刷と物理的加工とを行う印刷加工処理
を行ってラベルを作成するラベル作成装置のラベル作成方法であって、入力情報に基づい
て、印刷加工処理の処理領域のテープ送り方向における領域長を算出する領域長算出工程
と、処理テープの全長よりも短く、且つ印刷加工処理における最大の領域長である最大領
域長を設定する最大領域長設定工程と、印刷加工処理において、領域長が最大領域長より
長いか否かを判別する判別工程と、判別工程において、領域長が最大領域長より長いと判
別した場合に、エラー報知をするエラー報知工程と、を備えたことを特徴とする。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１７
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【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１７】
　これらの構成によれば、領域長が処理テープの全長よりも短い最大領域長より長いと判
別されたときは、印刷処理部の送り機構および加工処理部の送り機構は、処理テープを、
最大領域長以上送ることになるため、印刷処理部の送り機構と加工処理部の送り機構との
テープ送り誤差量が極端になるおそれがある。このため、そのようなときは、エラー報知
することで、ユーザに注意を喚起することができ、印刷処理済み部分と打刻処理済み部分
とが位置ずれしたラベルが作成されることを未然に防止することができる。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４７】
　続いて、ユーザにより、処理モード（印刷打刻処理モード、印刷処理モード、打刻処理
モード）の選択（Ｓ１３）、およびそれに応じた文字情報の入力がなされ、各選択モード
に応じたラベル作成処理が行われる。
【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５５】
　ここで、図６を参照して、ラベル作成装置１におけるテープ片Ｔａのテープ長の判別処
理について説明する。ラベル作成装置１は、上記のようにして算出されたテープ長が、印
刷処理モードでは、後述する第１テープ長以下でない（すなわち、第１テープ長より長い
）と判別された場合に、エラー報知をし、打刻処理モードおよび印刷打刻処理モードでは
、後述する第２テープ長以下でない（すなわち、第２テープ長より長い）と判別された場
合に、エラー報知をするようになっている。
【手続補正１０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５８】
　そして、算出されたテープ長が、第１テープ長以下であるか否かを判別する（Ｓ５４）
。テープ長が第１テープ長以下であると判別された場合は（Ｓ５４：Ｙｅｓ）、上記のラ
ベル作成処理を実行する（Ｓ５５）。他方、テープ長が第１テープ長以下でないと判別さ
れた場合は（Ｓ５４：Ｎｏ）、ディスプレイ１７に「長さオーバー」等の警告を表示（エ
ラー報知）をし（Ｓ５６）、ラベル作成処理を実行しないようにする。ここでは、テープ
長「１６５００ｍｍ」が第１テープ長「１５５００ｍｍ」以下でないと判別されるため、
エラー報知がなされる。
【手続補正１１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６１】
　続いて、打刻処理モードが選択されていることから（Ｓ５２：Ｎｏ）、テープ片Ｔａの
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最大テープ長として、第２テープ長を設定する（Ｓ６３）。第２テープ長は、第１テープ
長よりも短く、且つ、印刷処理部１０２におけるテープ送り量と打刻処理部１０４におけ
るテープ送り量との送り誤差（例えば、最大４％）に基づいて設定されており、ここでは
、１０００ｍｍとする。
【手続補正１２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６２】
　そして、算出されたテープ長が、第２テープ長以下であるか否かを判別する（Ｓ６４）
。テープ長が第２テープ長以下であると判別された場合は（Ｓ６４：Ｙｅｓ）、上記のラ
ベル作成処理を実行する（Ｓ６５）。他方、テープ長が第２テープ長以下でないと判別さ
れた場合は（Ｓ６４：Ｎｏ）、ディスプレイ１７に「長さオーバー」等の警告を表示（エ
ラー報知）をし（Ｓ６６）、ラベル作成処理を実行しないようにする。ここでは、テープ
長「２５００ｍｍ」が第２テープ長「１０００ｍｍ」以下でないと判別されるため、エラ
ー報知がなされる。
【手続補正１３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６８】
　そして、算出されたテープ長が、第２テープ長以下であるか否かを判別する（Ｓ６４）
。テープ長が第２テープ長以下であると判別された場合は（Ｓ６４：Ｙｅｓ）、上記のラ
ベル作成処理を実行する（Ｓ６５）。他方、テープ長が第２テープ長以下でないと判別さ
れた場合は（Ｓ６４：Ｎｏ）、ディスプレイ１７に「長さオーバー」等の警告を表示（エ
ラー報知）をし（Ｓ６６）、ラベル作成処理を実行しないようにする。ここでは、テープ
長「２５００ｍｍ」が第２テープ長「１０００ｍｍ」以下でないと判別されるため、エラ
ー報知がなされる。
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